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市
は
、
農
業
集
落
排
水
施
設
の
効
率
的
で
持

続
可
能
な
事
業
運
営
を
行
う
た
め
、
公
共
下
水

道
へ
の
接
続
な
ど
に
よ
り
処
理
施
設
の
統
廃
合

を
進
め
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
４
月
か
ら
使
用

料
と
受
益
者
分
担
金
（
※
）
の
制
度
を
見
直
し

ま
す
。使

用
料

４
月
請
求
分
か
ら
、
す
べ
て
の
農
業
集
落
排

水
施
設
の
使
用
料
を
、
公
共
下
水
道
の
使
用
料

と
同
額
に
引
き
上
げ
ま
す
。
な
お
、
令
和
２
年

度
に
限
り
激
変
緩
和
措
置
（
段
階
的
な
引
き
上

げ
）
を
実
施
し
ま
す
。

受
益
者
分
担
金

令
和
２
年
度
に
賦
課
さ
れ
る
分
か
ら
、
受
益

者
分
担
金
を
、
公
共
下
水
道
の
負
担
金
制
度

（
１
釈
当
た
り
３
８
０
円
）
と
同
額
に
し
ま
す
。

な
お
、
こ
の
分
担
金
は
新
た
な
受
益
地
に
対
し

て
賦
課
す
る
も
の
で
、
既
存
受
益
地
に
賦
課
す

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
※
既
存
受
益
地
の

土
地
所
有
者
に
は
、
地
番
の
確
認
通
知
書
を
送

付
し
て
い
ま
す

■
問
い
合
わ
せ

【
使
用
料
に
つ
い
て
】上
下
水

道
部
経
営
課
下
水
道
経
営
係（
江
刺
総
合
支
所
・

察

-

１
５
１
７
）、【
受
益
者
分
担
金
に
つ
い

34 農
業
集
落
排
水
施
設
の
使
用
料
と
受
益
者
分
担
金

■月額使用料の算定例（税込み）※世帯の排除汚水量は自家水道の認定例から （単位：円）

30弱
（６人世帯）

22弱
（４人世帯）

14弱
（２人世帯）

10弱
（１人世帯）

項 目

3,7402,8602,1121,760現 在

4,290(+550)3,234(+374)2,310(+198)1,870(+110)２年４月～

4,840(+1,100)3,608(+748)2,508(+396)1,980(+220)３年４月～

計算例【14弱・２年４月～】：(1,000円＋10弱×70円＋4弱×100円）×1.1＝2,310円

（単位：円）■受益者分担金の算定例

算定方法土地面積330釈（１世帯）項 目

世帯単位で賦課。地区ごとに額は異なる95,000～1,040,000現 在

土地面積で賦課。380円/釈を乗じる125,400４月～

※宅地のほか駐車場などの土地にも賦課されます

４
月
か
ら
金
額
が
変
わ
り
ま
す

て
】
上
下
水
道
部
下
水
道
課
排
水
係

（
江
刺
総
合
支
所
・
察

-

１
６
５

34

１
）

※
使
用
料
は
、
施
設
の
維
持
管
理
な
ど

の
費
用
を
毎
月
負
担
す
る
も
の
。
受

益
者
分
担
金
は
、
施
設
整
備
費
用
の

一
部
を
一
度
だ
け
負
担
す
る
も
の
。

（単位：円）■使用料の単価（税抜き）

排除汚水量１弱当たりの単価
基本
料金

項 目 101弱
～

51～
100弱

41～
50弱

31～
40弱

21～
30弱

11～
20弱

1～
10弱

14013012011010080601,000現 在

170160150135120100701,000２年４月～

200190180160140120801,000３年４月～




